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 はじめに  
 ナポレオン戦争によって神聖ローマ帝国（962－1807 年）が滅亡した結果、1814/15 年のウィーン




のの、統一国家の樹立を実現できず、1849 年 8 月に解体したため、以後連邦の後継組織をめぐって
普墺両国の主導権争いが展開された。うちプロイセン王国は、既に 1834 年の「ドイツ関税同盟」
Zollverein によって経済的な市場統一を牽引してきた実績から、今や政治的な国家統一を志向し、外
務官僚ラドヴィッツ Joseph von Radwitz のもとで君主主義的な統一事業、すなわち①プロイセン中
心の「ドイツ帝国」Deutsches Reich＝連邦国家 Bundesstaat の建設、②ドイツ帝国とオーストリア帝
国との「ドイツ連合」Deutsche Union＝国家連合 Staatenbund の組織、を試みる。これに対してオー
ストリア帝国の宰相シュヴァルツェンベルク Felix Schwarzenberg（在任 1848－52 年）は、ドイツ諸
邦とハプスブルク帝国全域（オーストリア本土＋属領ハンガリー）との統合＝「七千万人帝国」das 
Siebzig- Millionen- Reich の建設（いわゆる「全入」計画 Gesamteintritt）を提唱し、並行して商相ブ
ルック Karl Ludwig von Bruck（在任 1849－51 年）はドイツ関税同盟を包摂する経済統一＝「中部ヨ
ーロッパ関税連合」die mitteleuropäische Zollunion の形成を構想した。普墺両国の対立は 1850 年の
クールヘッセン憲法闘争を契機として軍事衝突の危機に直面したため、プロイセン政府は同年 11 月
29 日の「オルミュッツ協定」Olmütz Punktation によって連合計画を放棄するが、続く 1850 年 12 月
－51 年 5 月の「ドレスデン会議」die Dresdener Konferenz ではオーストリアの七千万人帝国構想も
挫折、直後に商相ブルックが辞任して関税連合計画も頓挫する。かくして政治的には三月前期のド
イツ連邦が復活する一方、経済的には 1851 年 9 月にドイツ関税同盟が拡大（ハノーファー王国が
加盟）し、続くプロイセン中心の国家統一に向けた一歩となる。 










 ドレスデン会議に関する学術研究は 19 世紀後半から現れるが、1871 年の帝国創設を牽引したプ
ロイセンの歴史学界は、祖国が実現した統一国家をドイツ史上最初の国民国家として高く評価し（小
ドイツ主義史観 kleindeutsch＝プロイセン中心史観 die borussische Historiography）、この動きを抑制
したドレスデン会議を否定的に見る傾向が強い。なかでも『史学雑誌』Historische Zeitschrift（1859
年－）の創刊メンバーであるＨ･ジーベル Heinrich von Sybel は、外務官僚ラドヴィッツの連合構想
を、宰相ビスマルク Otto von Bismarck（在任 1862－90 年）の帝国建設に向けた重要な一歩と位置付






Klemens von Metternich（在任 1821－48 年）がドイツ連邦を統括してきた経緯を自負し、ドイツ統一
事業についてもオーストリアが主導的な役割を果たすべきことを期待してきた（大ドイツ主義史観
großdeutsch）。このため 1866 年の普墺戦争＝ドイツ連邦の解体と 1871 年のドイツ帝国建設＝ドイ
ツ民族国家の分断に対する失望は大きく、Ａ･ベーア Adolf Beer、Ｒ･シャルマツ Richard Charmatz、








ツ政府は 1914 年 9 月の「九月綱領」の一環として「中央ヨーロッパ経済同盟」der mitteleuropäische 
Wirtschaftsverband を計画したが、シャルマツは商相ブルックの「中部ヨーロッパ関税連合」構想を
その系譜として検討し、「中欧構想の先駆」der Vorkämpfer Mitteleuropas として位置付ける一方、官
僚出身の歴史学者Ｅ･ヘラーEduard Heller は、シュヴァルツェンベルクの七千万人帝国計画こそ「中
欧構想の先駆」Mitteleuropas Vorkämpfer であると評価し、その名誉回復を試みている。(04) また戦後
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ことになる。(06) オーストリアでも同様の動きがあり、文書館員Ｒ･キスリング Rudolf Kiszling は、










クは「近代の現実主義者」ein Realpolitiker der modernen Zeit・「国家理性の体現者」ein Mann der 
Staatsräson として、「大オーストリアの復興」die großösterreichische Restauration＝「帝国主義政策」
Politik der Imperialismus を推進し、国際秩序を撹乱したものと非難している。(08) またＨ･Ｊ･シェー










を経てヴァイマール共和制期まで残存した事実が指摘されたが、(10) 続く 1970 年代にはＨ-Ｕ･ヴェ
ーラーHans- Urlich Wehler らの社会史派によって、半封建的な政治体制と近代的な経済発展との乖
離が第二帝制の矛盾として検討されるようになった。この結果、第二帝制を準備したビスマルク外
交＝軍事優位の統一過程も反省され、相対的にシュヴァルツェンベルクの覇権主義に対する批判は
緩和されたと言える。(11) また 1970 年代には、東西冷戦によって大国主義への疑念が高まり、西欧
ではヨーロッパ共同体の形成（1967 年）・拡大（1973 年）が進むなか、ドイツ統一過程についても





動きを牽制する試みであったことを指摘した。(12) またＭ･デルンダルスキーMichael Derndarsky や
Ｈ･ルッツ Heinrich Lutz はドイツ連邦の三元構造を検討し、プロイセン覇権主義に対抗してオース
トリア・第三勢力が連携した反面、普墺両国が連携して第三勢力の台頭や外国勢力の脅威に対処し













ドレスデン会議の閉幕 150 周年に相当する 2001 年 5 月 17－19 日には、「ザクセン歴史・民俗協会」









 次に英米圏の研究動向を見ると、アメリカのＥ･Ｅ･クレーエ Enno E. Kraehe はドレスデン会議後
のドイツ連邦の展開過程に関する 1948 年の学位論文において、確かにシュヴァルツェンベルクの
七千万人帝国構想やブルックの関税連合計画は形式的には失敗するものの、その意図は 1851 年 5 月
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る。ドレスデン会議についても、確かに 1851 年 5 月 15 日の閉会において七千万人帝国の建設を放
棄したものの、その翌日 5 月 16 日には普墺同盟を締結し、内外有事における相互援助を義務付け
たことによって、イタリア・ハンガリー支配の維持には成功したとみなしている。(22) またＬ･ゾン
ドハウス Lawrence Sondhaus も、三月革命後のドイツ連邦海軍創設をめぐる動きや、アドリア海に
おけるオーストリア海軍の整備に着目しながら、陸軍大国プロイセンに対抗して海軍増強を進める
オーストリア国家権力の変質を認め、従来のメッテルニヒ時代とは一線を画すシュヴァルツェンベ











Palmerston in a white coat）といった評価は誇張として拒否している。なおシュレーダーの研究対象
は 1960 年代にメッテルニヒ時代からクリミア戦争へと移行するが、東欧諸国の政策決定を分析す
る視角として、資本主義が成長する西欧諸国とは異なり、内政状況・経済条件よりも対外関係・政









勝利」victory for Austria・「世界史的勝利」a world- historical triumph と評価している。(26) さらにイ
ギリスのＦ･Ｒ･ブリッジ Francis Roy Bridge も、シュヴァルツェンベルクの外交政策はあくまで旧ド
イツ連邦の復活を志向したものであって、メッテルニヒ路線から逸脱するものではないことを指摘
している。なおブリッジは、イギリス人ながら、オーストリア科学アカデミー刊行の『ハプスブル
ク帝国 1848－1918』第 6 巻「国際関係篇」において、19 世紀後半の執筆を担当しており、その見解
がオーストリア歴史学界に受容されたことを示唆する。(27) 
  このように英米学界の場合、シュヴァルツェンベルク外交を覇権主義外交の先駆と見るか、勢力











ったが、1851 年 4 月 25 日の委員会最終報告は、基本的にブルック構想の方針に沿った関税交渉の
実施を勧告している。この問題に言及したドイツ系の研究として、古典的には普墺両国の関税闘争
に関するＡ･ゲルトナーAlfred Gaertner の研究があり、(28) 戦後はフィッシャーの弟子Ｈ･ベーメ
Helmut Böhme がドイツ帝国の成立・展開過程に関する経済分析の冒頭で検討しているが、(29) いず
れもドレスデン会議におけるブルック計画の破綻をプロイセンの覇権獲得における経済基盤として
捉え、プロイセンは軍事権力だけではなく通商政策も梃子として国家統一に成功したことを指摘し
ている。近年では関税同盟の研究で知られるＨ-Ｗ･ハーン Hans- Werner Hahn が上記ドレスデン会
議の記念論集に寄稿しているが、中欧関税連合計画それ自体は実現しなかったものの、その発議を












社・トリエステ鉄道会社）、評論家（『オーストリア・ロイド評論』Jounal des Österreichschen Lloyd
での連載）として活動し、政治家としてはフランクフルト国民議会・オーストリア代表団（「国民
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(29) H. Böhme, Deutschlands Weg zur Großmacht: Studien zum Verhältnis von Wirtschaft und Staat während der 
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Koch, „Österreich und der Deutsche Zollverein (1848- 1871)“, A. Wandruszka (Hg.), a. a. O., S. 543- 544. 
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心として――」『西洋史研究』新輯第 4 号 1975 年、38－39 頁、42 頁。 
(35) この点で小稿はメッテルニヒ外交の経済構造に関する拙稿を継承する。拙稿「オーストリア・レヴァント
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 ① 連邦議会と関税制度 
 神聖ローマ帝国は、政治的には 300 余りの領邦国家に分裂していたが、経済的にも各邦独自の関
税・通貨・度量衡制度が混在し、商業活動を著しく阻害していた。(01) このため 1814/15 年のウィー
ン会議では、プロイセン官僚シュタイン Karl Stein が関税統一を提起する一方、アルント Ernst Arndt




Handel und Verkehr、あるいは船舶航行 Schiffahrt について、ウィーン会議で決議された原則にした
がって審議するべきことを明記したのである。(02) 
 だが連邦規約の採択後、連邦議会はしばらく開催されず、1816 年 11 月になって最初の連邦議会
が開催されたものの、関税問題は審議されなかった。また凶作に伴う食糧不足が深刻となった 1817
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 このためプロイセンは独自の関税政策に着手し、1818 年 5 月の関税法によって東西両州の邦内関
税を廃止、対外関税を統一する。(04) のみならず 1819 年 10 月にはシュヴァルツブルク・ゾンデル




った。このためＦ･リスト Friedrich List は 1819 年 2 月に連邦議会に対して内国関税の廃止・対外関
税の統一を、ライン産業資本は同年 4 月にプロイセン政府に対して保護関税の採用を請願する一方、
1819 年 8 月のカールスバード会議ではバーデン政府が連邦領内の自由流通と通貨・度量衡制度の統
一を発議したが、オーストリアは国民主義の高揚に対処するべく自由主義の取締を急ぎ、関税問題











(07) このためライン・南ドイツ諸邦＝「第三のドイツ」・「純ドイツ」das reine Deutschland は、1820
年 9 月のダルムシュタット会議において関税制度の「７項目提案」Punktation を交渉したが、南北
諸邦は政策路線をめぐって合意できず、1823 年にヘッセンが離脱して交渉は頓挫する。1825 年 2 月
にもシュツットガルト会議が開催されるが、事態に変化は無かった。(08)  
 ② 国際河川の自由航行 
 1814/15 年のウィーン会議では、ナポレオン戦争の終結に伴う領土問題の調整とともに、通商・航
海制度の整備も審議された。既にパリ陥落に伴う 1814 年 5 月のパリ講和条約・第 5 条ではライン
川の自由航行が確認されていたが、ウィーン会議・河川委員会はあらためて国際河川の問題を検討
し、その結果 1815 年 6 月のウィーン条約 Kongreßakte・第 108－117 条では、ライン、マイン Main、
ネッカール Necker、モーゼル Mosel、ミューズ Meuse、シェルト Scheldt の各河川が国際河川に指定
され、自由航行の原則が確認された。以後流域諸国は、該当河川における外国商船の航行を禁止せ
ず、また通航船舶に対する通過関税を免除し、中継貿易の自由を保証することになった。(09) 以後こ
の原則は他の河川にも順次適用され、連邦領内ではエルベ Elbe（1821 年）・ヴェーゼル Weser（1823
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 ① プロイセンと関税同盟 
  プロイセンは戦後 1818 年の関税法によって、東部ユンカー経営の穀物輸出に配慮した自由貿易
を採用する一方、西部ライン地方の産業利害を育成するべく国内市場の統一に努め、1819－31 年に
かけて王国領内に位置する他邦の飛地を順次併合したほか、(12) 1828 年 2 月には「北ドイツ関税同
盟」を形成した。これに対して南ドイツのバイエルン・ヴュルテンベルクは 1828 年 1 月に「南ドイ
ツ関税同盟」を、南北二大陣営のなかで孤立した中部・北西諸邦は 9 月に「中部ドイツ通商同盟」
der mitteldeutsche Handelsverein を、それぞれ組織する。だがプロイセンが主導する北ドイツ関税同
盟は、1831 年に中部ドイツ通商同盟のザクセン及びチューリンゲン諸邦（1833 年 5 月：「チューリ
ンゲン関税・通商同盟」Zoll- und Handelsverein der Thüringischen Staaten）を吸収、続く 1833 年 3 月
には南ドイツ関税同盟と接続し、最終的に 1834 年 1 月に「ドイツ関税同盟」（期限 8 年：1842 年
1 月満期）が発足する。ドイツ関税同盟は、加盟 18 邦から成り、国内的には国内流通に対する国境
関税を撤廃したほか、対外的には外国貿易に対する対外関税を統一し、その共通税率として 1818 年
のプロイセン関税法を基準とする低率関税を採用した。(13) 
 関税同盟には、税収配分を計算する実務的なベルリン中央会計局 Zentralrechnungsbüro 以外に専属
の官庁・職員・金庫は存在せず、唯一の公式機関として定例の「年次総会」Generalkonferenz が盟邦
の持ち回りで開催され、関税税率・税収配分・通商条約など必要事項を協議した。だが年次総会は、
直属国 Immediatstaat の全権代表だけの参加によって、不定期にしか開催されず、1834－63 年の期間
における開催は 15 回にとどまっている。(14) また関税収入は各邦の人口規模に比例して分配される
原則であったが、北ドイツ関税同盟の場合、地理的に接続するプロイセン西部諸州とヘッセンとの
間でのみ関税収入が配分されるにとどまり、プロイセン東部諸州はその対象から除外された。(15)  
 以後、関税同盟は加盟諸邦を順次拡大し、1835 年にバーデン大公国、ナッサウ侯国、1836 年にフ
ランクフルト、1841 年にブラウンシュヴァイク公国、リッペ＝デトモルト侯国 Lippe-Detmold、ヴ
ァルデック Waldeck 侯国（リッペ＝ピルモント地区 Lippe-Pyrmont）、1842 年にルクセンブルク大




 ② 北西諸邦と租税同盟 
 中部ドイツ通商同盟はザクセン・チューリンゲン諸邦の脱退によって解体するが、自由貿易を志
向する北西ドイツのハノーファー王国（イギリスの同君連合）・ブラウンシュヴァイク公国は関税
同盟への加入を拒否し、1834 年 5 月に独自の「租税同盟」Steuerverein を組織する。租税同盟には、




ヴェーゼル地区 Harz-Weser も、当初は租税同盟に残留したものの、1844 年には関税同盟へ合流し
ている。(18) 他方、海上貿易の拠点であるハンザ都市（ブレーメン・ハンブルク・リューベック）は




シュヴェーリン大公国 Mecklenburg-Schwerin も各種同盟に対して距離を取ったほか、1844 年 5 月に
はイギリスと自由貿易協定を締結している。なおハノーファーは、イギリス女王ヴィクトリア（在





いたが、1843 年の第６回ベルリン総会によって 1844 年の銑鉄関税引上が、1845 年の第７回カール







 ① 産業保護と禁止制度 
 オーストリアは多民族国家としてオーストリア・ハンガリー間に境界関税を設定するほか、国内
産業を保護するため外国製品の輸入を制限する禁止制度 Vervotssystem を採用し、連邦規約・第 19
条の想定する連邦関税の統一には消極的であった。(22) だが 1828 年に局地的な関税同盟が鼎立する
と、宰相メッテルニヒは、オーストリアの政治的な権威を維持する必要から、ドイツ関税同盟への
加入を志向している。しかしその実現には、関税同盟が設定する関税水準を受諾し、禁止制度を撤




貿易こそ南部諸邦の貿易発展における「自然な方向」der naturgemässe Zug であることを示唆し、プ
ロイセンとの関税同盟よりも、オーストリアとの関税協定を推奨している。だが結局バイエルンは
1834 年に関税同盟への加入を決断し、妨害工作も失敗する。(24) 
 以後、歴代の財務長官クレーベルスベルク Franz Klebelsberg（在任 1830－36 年）・アイヒホフ Peter 
von Eichhoff（在任 1836－40 年）は、来るべき 1842 年の同盟更新を新規加入の機会とにらみ、1830
年代を通じて関税緩和を進め、1836 年には禁止制度も一部廃止された。だが国内産業の反発から、
関税同盟の想定する関税水準までには至らず、ドイツ関税同盟は 1841 年にオーストリアを除外し
たまま更新された。(25) それでも 1840 年代には改革派の財務長官キューベック Karl Friedrich Kübeck 
von Kübau（在任 1840－48 年）のもとで関税改革の検討が続けられ、1843 年 5 月には新関税表が策
定された。だが国内社会の混乱を警戒する皇帝は裁可せず、計画は流産している。(26)  
  ② 海運振興とレヴァント貿易 
 かくして関税同盟との提携は頓挫するが、流通促進の試みは一定の進展を見せている。まず河川
航行であるが、上述の如くウィーン条約はドナウ川を自由航行の適用から除外した反面、オースト
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 かくして関税同盟との提携は頓挫するが、流通促進の試みは一定の進展を見せている。まず河川
航行であるが、上述の如くウィーン条約はドナウ川を自由航行の適用から除外した反面、オースト
リア自身はウィーン会議と並行するオスマン帝国との個別交渉によって、1815 年 5 月にドナウ下流
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域における自由航行の勅許を獲得した。また 1816 年 4 月（1851 年 12 月更新）のバイエルンとの条
約では、ドナウ上流域における商船の自由航行を確認している。(27) こうした制度整備を経て、1829
年には特許企業「第一ドナウ汽船会社」Erste Donau- Dampfschiffahrts- Gesellschaft が創業し、1831 年
より営業運転を開始、1834 年にはイスタンブール航路を開設している。(28) またアドリア海の海運
事業に関しては、1832 年 1 月の勅令によって海上交通の特許制度を廃止し、民間資本の参入を解禁
すると、港湾都市トリエステの保険業者Ｋ・ブルック（後の商務大臣）が、1836 年に「ロイド汽船
会社」Lloyd Dampfschiffahrts- Gesellschaft を創業、アドリア海からレヴァント方面への定期航路を運







1839 年 9 月の墺土協定では、オスマン政府が導入する高率関税をオーストリアは例外的に免除さ
れ、従来通り低率関税でレヴァント産品を買い付ける一方、1829 年 12 月（1838 年 7 月更新）の英
墺通商条約では、イギリス航海条令が禁止する第三国船の中継貿易をオーストリア商船は例外的に
許可され、レヴァント・ドナウ川流域産品のイギリス向け輸出を実現している。また 1840 年 7 月の
墺露通商条約では、ロシアが一連の露土条約を通じて船舶航行を管理することになったドナウ河口
地帯の、1841 年 7 月の国際海峡協定では両海峡の、1835 年 2 月の墺希通商条約ではエーゲ海の、そ
れぞれ自由航行を実現し、ドナウ川＝黒海＝両海峡＝地中海の安全航行を確保したのである。(31) 
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